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1. 概要 

本資料は、資料9-1「耐震設計の基本方針」のうち、「4.1 (2)動的地震力」に基づき、

水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価の方針について説明するも

のである。 

 

2. 基本方針 

施設の耐震設計では、設備の構造から地震力の方向に対して弱軸及び強軸を明確に

し、地震力に対して配慮した構造としている。 

水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価として、従来の設計手法にお

ける水平1方向及び鉛直方向地震力を組み合わせた耐震計算に対して、施設の構造特性

から水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響の可能性がある施設を評価対

象施設として抽出し、施設が有する耐震性に及ぼす影響を評価する。 

評価対象は使用済燃料乾式貯蔵容器等及びこれらの施設への波及的影響防止のため

に耐震評価を実施する施設とする。 

評価にあたっては、施設の構造特性から水平2方向及び鉛直方向の地震力の組合せの

影響を受ける部位を抽出し、その部位について水平2方向及び鉛直方向の荷重や応力を

算出し、施設が有する耐震性への影響を確認する。 

施設が有する耐震性への影響が確認された場合は、詳細な手法を用いた検討等、新た

に設計上の対応策を講じる。 

 

3. 水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価に用いる地震動 

水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価には、基準地震動Ss-1、Ss-2

及びSs-3を用いる。基準地震動Ssは、資料9-2「基準地震動Ss及び弾性設計用地震動Sd

の概要」による。 

ここで、水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価に用いる基準地震動

は、複数の基準地震動における地震動の特性及び包絡関係を、施設の特性による影響も

考慮した上で確認し、本影響評価に用いる。 
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4. 各施設における水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価方針 

4.1 建物・構築物 

使用済燃料乾式貯蔵容器等のうち、使用済燃料乾式貯蔵建屋における水平2方向

及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価方針は、平成28年3月23日付け原規規発第

1603231号にて認可された工事計画の資料13-8「水平2方向及び鉛直方向地震力の組

合せに関する影響評価方針」の「4.1 建物・構築物」による。 

 

4.2 機器・配管系 

使用済燃料乾式貯蔵容器等のうち、使用済燃料乾式貯蔵容器及びその直接支持構

造物における水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価方針は、平成28年3

月23日付け原規規発第1603231号にて認可された工事計画の資料13-8「水平2方向及

び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価方針」の「4.2 機器・配管系」による。 
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1. 概要 

本資料は、資料9-1「耐震設計の基本方針」のうち「4. 設計用地震力」に示す設計用

地震力の算定法及び「5. 機能維持の基本方針」に示す機能維持の考え方に基づき、機

能維持に関する基本的な考え方を説明するものである。 

 

2. 機能維持の確認に用いる設計用地震力 

機能維持の確認に用いる設計用地震力については、資料 9-1「耐震設計の基本方針」

の「4. 設計用地震力」に示す設計用地震力の算定法に基づくこととし、今回申請施設

に対する具体的な算定法を第 2-1 表に示す。 
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第2-1表 設計用地震力 

1. 静的地震力 

（設計基準対象施設） 

静的地震力及び必要保有水平耐力は、次の地震層せん断力係数及び震度に基づき

算定する。 

種別 
耐震 

クラス 

（注1） 

地震層せん断力係数 

及び水平震度 

（注2） 

地震層せん断力係数 

（必要保有水平耐力算出用） 

鉛直震度（注3） 

建物・ 

構築物 
C 1.0Ci 1.0Ci － 

機器・ 

配管系 
C 1.2Ci － － 

（注1） Ci：標準せん断力係数を0.2とし、建物・構築物の振動特性及び地盤の種類等を

考慮して求められる値で次式に基づく。 

Ci＝Rt･Ai･C0 

Rt ： 振動特性係数  

Ai ： Ciの分布係数  

C0 ： 標準せん断力係数 0.2 

（注2） Ci：標準せん断力係数を1.0とし、建物・構築物の振動特性及び地盤の種類等を

考慮して求められる値で次式に基づく。 

Ci＝Rt･Ai･C0 

Rt ： 振動特性係数  

Ai ： Ciの分布係数  

C0 ： 標準せん断力係数 1.0 

（注3） Cv：震度0.3とし、建物・構築物の振動特性及び地盤の種類等を考慮して高さ方

向に一定として求められる値で次式に基づく。 

Cv=Rv・0.3 

Rv ： 鉛直方向振動特性係数 0.8 
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2. 動的地震力 

（設計基準対象施設） 

動的地震力は、以下の入力地震動に基づき算定する。 

種別 
耐震 

クラス 

入力地震動（注1） 

水平地震動 鉛直地震動 

使用済燃料乾式貯蔵

容器（タイプ1）及び

使用済燃料乾式貯蔵

容器（タイプ2） 

S 
設計用床応答曲線Ss 

又は基準地震動Ss 

設計用床応答曲線Ss 

又は基準地震動Ss 

（注1） 設計用床応答曲線は、基準地震動Ssに基づき作成した設計用床応答曲線とする。 
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3. 設計用地震力 

a. 設計基準対象施設 

種別 
耐 震 

クラス 
水 平 鉛 直 摘 要 

建物・構築物 C 

地震層 

せん断力係数 

1.0Ci 

－ 静的地震力とする。 

機器・配管系 C 
静的震度 

1.2Ci 
－ 静的地震力とする。 

 

使用済燃料乾

式貯蔵容器

（タイプ1）

及び 

使用済燃料乾

式貯蔵容器

（タイプ2） 

S 

設計用 

床応答曲線Ss 

又は 

基準地震動Ss 

設計用 

床応答曲線Ss 

又は 

基準地震動Ss 

（注1） 

荷重の組合せは、二乗和平

方根（SRSS）法による。 

（注1）絶対値和法で組み合わせてもよいものとする。 

  



 

- 資9-9-5 - 

3. 構造強度 

3.1 構造強度上の制限 

申請施設の耐震設計については、資料9-1「耐震設計の基本方針」のうち「5.1 構

造強度」に示す考え方に基づき、設計基準事故対処施設の耐震重要度分類に応じた

設計用地震力が加わった場合、これらに生じる応力とその他の荷重によって生じる

応力の合計値等を許容限界以下とする設計とする。 

許容限界は、施設の種類及び用途を考慮し、安全機能が維持できるように十分に

余裕を見込んだ値とする。 

地震力による応力とその他の荷重による応力の組合せに対する許容値は、平成28

年3月23日付け原規規発第1603231号にて認可された工事計画の資料13-9「機能維持

の基本方針」に基づくものとし、今回申請施設に適用するものを第3-1表に示す。ま

た、建物・構築物の保有水平耐力は、必要保有水平耐力に対して、妥当な安全余裕

を有する設計とする。支持性能が必要となる施設の基礎地盤については、接地圧が

安全上適切と認められる規格及び基準等による地盤の支持力度と比べて妥当な余

裕を有する設計とし、設計基準対象施設の耐震重要度分類に応じた許容限界を設定

する。 

耐震設計においては、地震力に加えて、自然条件として風荷重及び積雪荷重を組

み合わせる。風荷重及び積雪荷重の設定フローを第3-1図に示す。風荷重については

屋外に設置されている施設のうち、鉄筋コンクリート構造物などの自重が大きい施

設を除いて、風荷重の影響が地震力と比べて相対的に無視できないような構造、形

状及び仕様の施設においては、地震力と組み合わせる。また、積雪荷重については、

屋外に設置されている施設のうち、積雪による受圧面積が小さい施設、又は埋設構

造物など常時の荷重に対して積雪荷重の割合が無視できる施設を除き、地震力と組

み合わせる。第3-2表に施設の区分ごとの、風荷重及び積雪荷重の組合せを示す。 

通常運転時の状態、運転時の異常な過渡変化時の状態及び事故時の状態について

は、次のように定義される運転状態Ⅰ、運転状態Ⅱ、運転状態Ⅲ及び運転状態Ⅳの

それぞれの状態として考慮する。 

 

(1) 「運転状態Ⅰ」とは、発電用原子炉施設の通常運転時の状態をいう。ここで

通常運転とは、運転計画等で定める起動、停止、出力運転、高温待機、燃料

取替等の発電用原子炉施設の運転をいう。 

(2) 「運転状態Ⅱ」とは、運転状態Ⅰから逸脱した運転状態であって、運転状態

Ⅲ、運転状態Ⅳ及び試験状態以外の状態をいう。「試験状態」とは、耐圧試

験により発電用原子炉施設に最高使用圧力を超える圧力が加えられている

状態をいう。 

(3) 「運転状態Ⅲ」とは、発電用原子炉施設の故障、異常な作動等により原子炉

の運転の停止が緊急に必要とされる運転状態をいう。 
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(4) 「運転状態Ⅳ」とは、発電用原子炉施設の安全性を評価する観点から異常な

状態を想定した運転状態をいう。 

 

運転状態と事故等の関係について、以下に示す。 

 

運転状態と事故等の関係 

（通常運転状態） 運転状態Ⅰ 

運転時の異常な過渡変化状態 
運転状態Ⅱ 

運転状態Ⅲ 

事故状態 
運転状態Ⅳ 

 

また、使用済燃料乾式貯蔵容器の通常の取扱い時の状態、通常の貯蔵時の状態及

び事故時の状態については、次のように定義される設計事象Ⅰ、設計事象Ⅱ、設計

事象Ⅲ及び設計事象Ⅳのそれぞれの状態として考慮する。 

 

(1) 「設計事象Ⅰ」とは、使用済燃料乾式貯蔵施設内での使用済燃料乾式貯蔵容

器の通常の取扱い時及び使用済燃料乾式貯蔵施設での機器の通常の貯蔵時

の状態をいう。 

(2) 「設計事象Ⅱ」とは、使用済燃料乾式貯蔵施設において、機器の単一の故障

もしくは不動作または操作員の誤操作等により、設計評価期間中に時々生じ

る可能性のある事象をいう。 

(3) 「設計事象Ⅲ」とは、使用済燃料乾式貯蔵施設において、機器の単一の故障

もしくは不動作または操作員の誤操作等により、設計評価期間中にまれにし

か生じる可能性がない事象をいう。 

(4) 「設計事象Ⅳ」とは、使用済燃料乾式貯蔵施設において、設計評価期間中に

発生するとは予想されないが、技術的にみれば発生が想定され得る事象であ

って、施設の安全性を評価する観点から重要と考えられる事象をいう。 
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第3-1表 荷重の組合せ及び許容限界 

(1)建物・構築物 

 耐震クラス 
荷重の 

組合せ 

許容限界 

建物・構築物 
基礎地盤の 

支持性能 

建
物
・
構
築
物 

Sクラスの 

間接支持構造物 
G＋P＋KS 

質点系モデルによる地震応答解析の

最大せん断ひずみが2.0×10-3を超え

ないこと及び部材に生じる応力が終

局耐力に対し妥当な安全余裕を有し

ていること若しくは部材に生じる応

力又はひずみがCCV規格における荷重

状態Ⅳの許容値を超えないこととす

る。 

地盤の極限支

持力度に対し

て妥当な安全

余裕を持たせ

る。 

Cクラス G＋P＋KC 

部材に生じる応力が短期許容応力度

に基づく許容値を超えないこととす

る。 

地盤の短期許

容支持力度と

する。 

［記号の説明］ 

G ： 固定荷重 

P ： 積載荷重 

KS ： 基準地震動Ssによる地震力 

KC ： 耐震Cクラスの施設に適用される静的地震力 
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(2) 機器・配管系 

a. 記号の説明 

D ： 死荷重 

PD ： 地震と組み合わすべきプラントの運転状態Ⅰ及びⅡ（運転状態Ⅲ及び地

震従属事象として運転状態Ⅳに包絡する状態がある場合にはこれを含

む）、又は当該設備に設計上定められた最高使用圧力による荷重 

MD ： 地震と組み合わすべきプラントの運転状態Ⅰ及びⅡ（運転状態Ⅲ及び地

震従属事象として運転状態Ⅳに包絡する状態がある場合にはこれを含

む）、又は当該設備に設計上定められた機械的荷重 

Sd ： 弾性設計用地震動Sdにより定まる地震力又はSクラス設備に適用される

静的地震力 

Ss ： 基準地震動Ssにより定まる地震力 

SC ： 耐震Cクラスの設備に適用される静的地震力 

ⅢAS ： JSME S NC1-2012の供用状態C相当の許容応力を基準として、それに地震

により生じる応力に対する特別な応力の制限を加えた許容応力状態 

ⅣAS ： JSME S NC1-2012の供用状態D相当の許容応力を基準として、それに地震

により生じる応力に対する特別な応力の制限を加えた許容応力状態 

CAS ： 耐震Cクラス設備の地震時の許容応力状態 

Sy ： 設計降伏点 JSME S NJ1-2012 Part3第1章表6に規定される値 

Su ： 設計引張強さ JSME S NJ1-2012 Part3第1章表7（ただし、「実用発電用

原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則「日本機械学会「設計・

建設規格」及び「材料規格」の適用に当って（別記－2）」」の要件を付

したもの）に規定される値 

Sm ： 設計応力強さ JSME S NJ1-2012 Part3第1章表1に規定される値。ただ

し、耐圧部テンションボルトにあってはJSME S NJ1-2012 Part3第1章表

2 に規定される値 

S ： 許容引張応力 クラス2及びクラス3容器にあってはJSME S NJ1-2012 

Part3第1章表3又は表4（ただし、「実用発電用原子炉及びその附属施設

の技術基準に関する規則「日本機械学会「設計・建設規格」及び「材料

規格」の適用に当って（別記－2）」」の要件を付したもの）に規定され

る値。ただし、耐圧部テンションボルトにあっては、JSME S NJ1-2012 

Part3第1章表5（ただし、「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基

準に関する規則「日本機械学会「設計・建設規格」及び「材料規格」の

適用に当って（別記－2）」」の要件を付したもの）に規定される値 

F ： JSME S NC1-2012 SSB-3121.1(1)により規定される値 
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F* ： F値を求める際において、JSME S NC1-2012 SSB-3121.3の規定に従い、S

ｙ及びSｙ(RT)を1.2Sｙ及び1.2Sｙ(RT)と読み替えた値 

ft ： 許容引張応力 支持構造物（ボルト等を除く）に対しては、JSME S NC1-

2012  SSB－3121.1(1)により規定される値。ボルト等に対しては、JSME 

S NC1-2012 SSB－3131(1)により規定される値 

fs ： 許容せん断応力 支持構造物（ボルト等を除く）に対しては、JSME S NC1-

2012 SSB－3121.1(2)により規定される値。ボルト等に対しては、JSME S 

NC1-2012 SSB－3131(2)により規定される値 

fc ： 許容圧縮応力 支持構造物（ボルト等を除く）に対しては、JSME S NC1-

2012 SSB-3121.1(3)により規定される値 

fb ： 許容曲げ応力 支持構造物（ボルト等を除く）に対しては、JSME S NC1-

2012 SSB-3121.1(4)により規定される値 

fp ： 許容支圧応力 支持構造物（ボルト等を除く）に対しては、JSME S NC1-

2012 SSB-3121.1(5)により規定される値 

ft
*,fs

*,fc
*,fb

*,fp
* ： 上記のft,fs,fc,fb,fpの値を算出する際にJSME S NC1-2012 

SSB－3121.1(1)a本文中Sy及びSy(RT)を1.2Sy及び1.2Sy(RT)と

読み替えて算出した値（JSME S NC1-2012 SSB－3121.3及び

3133） 

ただし、その他の支持構造物の上記ft～fp
*においては、JSME 

S NC1-2012 SSB－3121.1(1)aのF値は、次に定める値とする。 

Sy及び0.7Suのいずれか小さい方の値。ただし、使用温度が

40℃を超えるオーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッケ

ル合金にあっては、1.35Sy、0.7Su又はSy(RT)のいずれか小さ

い方の値 

また、Sy(RT)は40℃における設計降伏点の値 

TL ： 形式試験により支持構造物が破損するおそれのある荷重（N） 

（同一仕様につき3個の試験の最小値又は1個の試験の90%） 

B ： JSME S FA1-2007の別図7-1及び別図7-2から求めた値 
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b. 荷重の組合せ及び許容応力 

(a)使用済燃料乾式貯蔵容器（タイプ 1）及び使用済燃料乾式貯蔵容器（タイプ 2） 

ｲ.使用済燃料乾式貯蔵容器本体（注1） 

耐
震
ク
ラ
ス 

荷重の組合せ 
許容応力

区分 

許 容 限 界（密封シール部及びボルト以外） 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 

一次局部 

膜応力 

圧縮応力 

（一次） 

一次＋二次

応力 

一次＋二次 

＋ピーク応力 

特別な応力限界 

純せん断

応力 
支圧応力 

S 
（注2）

D＋PD＋MD＋Ss 

（注3）

供用状態 

D 

2/3Su 

ただし、オーステ

ナイト系ステン

レス鋼について

は2/3Suと2.4Smの

小さい方。 

左欄の（注4）

α倍の値 

Su 

ただし、オース

テナイト系ステ

ンレス鋼につい

てはSuと3.6Sm

の小さい方。 

1.5Sm と

1.5Bの小

さい方 

3Sm
（注5） 

Ss地震動の

みによる応

力振幅につ

いて評価す

る。 

(注6)(注7)

Ss地震動のみによる

疲労解析を行い、供

用状態A及びBにおけ

る疲労累積係数との

和を1.0以下とする。

0.4Su 
Su

（注8） 

（1.5Su） 

 

耐
震
ク
ラ
ス 

荷重の組合せ 
許容応力

区分 

許容限界（密封シール部） 許容限界（ボルト） 

一次一般膜

応力 

一次膜応力 

＋一次曲げ応力 

一次局部膜

応力 

一次＋ 

二次応力 

平均引張 

応力 

平均引張応力

＋曲げ荷重 
一次＋二次＋ピーク応力 

S 
（注2）

D＋PD＋MD＋Ss 

（注3）

供用状態 

D 

Sy Sy Sy Sy Sy Sy 

(注6)(注7)

Ss地震動のみによる疲労

解析を行い、供用状態A及

びBにおける疲労累積係数

との和を1.0以下とする。 
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（注1） JSME S FA1-2007の「密封容器」に準じて設計する。 

（注2） PDとMDの荷重は「プラントの運転状態における荷重」を「設計事象Ⅰにおける荷重」に読み替える。 

（注3） JSME S FA1-2007に準じた評価事象 

（注4） αは純曲げによる全断面降伏荷重と初期降伏荷重の比又は1.5のいずれか小さいほうの値とする。 

（注5） 3Smを超える場合は弾塑性解析を行う。この場合、JSME S FA1-2007 添付3-1の簡易弾塑性解析を用いる。 

（注6） JSME S FA1-2007 MCD-1332を満たすときは、疲労解析を行うことを要しない。ただし、「応力の全振幅」は「Ss地震動によ

る応力の全振幅」と読み替える。 

（注7） 供用状態A及びBにおいて疲労解析を要しない場合は、地震動のみによる疲労累積係数が1.0以下とする。 

（注8）（ ）内は、支圧荷重の作用端から自由端までの距離が支圧荷重の作用幅より大きい場合の値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

-
 資

9-9
-12

 - 

ﾛ.トラニオン（注1） 

耐

震 

ク

ラ

ス 

荷重の 

組合せ 

許容応力 

区分 

許 容 限 界（注2）（注3） 

（ ボ ル ト 以 外 ） 

許容限界(注3)

（ボルト） 

一 次 応 力 一次＋二次応力 一次応力 

引張 せん断 圧縮 曲げ 支圧 
引張 

圧縮 
せん断 曲げ 支圧 座屈 引張 せん断 

S 
（注4）

D＋PD＋MD＋Ss 

（注5）

供用状態 

D 

1.5ft
* 1.5fs

* 1.5fc
* 1.5fb

* 1.5fp
* 

3ft 

（注6）

3fs 

（注7）

3fb 

（注8）

1.5fp
* 

(注7)(注8)

1.5fb, 

1.5fs 

又は 

1.5fc 

1.5ft
* 1.5fs

* Ss地震動のみによる

応力振幅について評

価する。 

（注1） JSME S FA1-2007の「トラニオン」に準じて設計する。 

（注2）「鋼構造設計規準 SI単位版」（2002年日本建築学会）等の幅厚比の制限を満足させる。 

（注3） 応力の組合せが考えられる場合には、組合せ応力に対しても評価を行う。 

（注4） PDとMDの荷重は「プラントの運転状態における荷重」を「設計事象Ⅰにおける荷重」に読み替える。 

（注5） JSME S FA1-2007に準じた評価事象 

（注6） すみ肉溶接部にあっては最大応力に対して1.5fsとする。 

（注7） JSME S FA1-2007 MCD-3311.1(4)により求めたfbとする。 

（注8） 自重、熱膨張等により常時作用する荷重に、地震動による荷重を重ね合わせて得られる応力の圧縮最大値について評価する。 
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ﾊ. 外筒（注1） 

耐震 

クラ

ス 

荷重の 

組合せ 

許容応力 

区分 

許 容 限 界 （注2）（注3） 

一 次 応 力 一次＋二次応力 

引張 せん断 圧縮 曲げ 支圧 
引張 

圧縮 
せん断 曲げ 支圧 座屈 

S 
（注4）

D＋PD＋MD＋Ss 

（注5）

供用状態 

D 

1.5ft
* 1.5fs

* 1.5fc
* 1.5fb

* 1.5fp
* 

3ft 

（注6） 

3fs 

（注7） 

3fb 
（注8）

1.5fp
* 

（注7）（注8） 

1.5fb, 

1.5fs 

又は 

1.5fc 

Ss地震動のみによる応力振

幅について評価する。 

（注1） JSME S FA1-2007の「中間胴」に準じて設計する。 

（注2） 「鋼構造設計規準 SI単位版」（2002年日本建築学会）等の幅厚比の制限を満足させる。 

（注3） 応力の組合せが考えられる場合には、組合せ応力に対しても評価を行う。 

（注4） PDとMDの荷重は「プラントの運転状態における荷重」を「設計事象Ⅰにおける荷重」に読み替える。 

（注5） JSME S FA1-2007に準じた評価事象 

（注6） すみ肉溶接部にあっては最大応力に対して1.5fsとする。 

（注7） JSME S FA1-2007 MCD3311.1(4)により求めたfbとする。 

（注8） 自重、熱膨張等により常時作用する荷重に、地震動による荷重を重ね合わせて得られる応力の圧縮最大値について評価する。 

（注9） 薄肉円筒形状のものの座屈の評価にあっては、クラスMC容器の座屈に対する評価式による。 
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(b) 設計基準対象施設 

ｲ. クラス3支持構造物 

耐震 

クラス 

荷重の 

組合せ 

許容 

応力 

状態 

許 容 限 界（注1）（注2）（注3） 

（ ボ ル ト 等 以 外 ） 

許容限界(注2)(注8) 

（ボルト等） 

形式試験に 

よる場合 

一 次 応 力 一次＋二次応力 一次応力 

許容荷重 
引張 せん断 圧縮 曲げ 支圧 

引張 

圧縮 
せん断 曲げ 支圧 

（注7）

座屈 
引張 せん断 

S D＋PD＋MD＋Ss ⅣAS 1.5ft
* 1.5fs

* 1.5fc
* 1.5fb

* 1.5fp
* 

3ft 

（注4） 

3fs 

（注5） 

3fb 
（注6）

1.5fp
* 

（注5）（注6） 

1.5fb, 

1.5fs 

又は 

1.5fc 

1.5ft
* 1.5fs

* TL×0.6×
yt

yd

S

S
 Sd又はSs地震動の

みによる応力振幅

について評価する。 

（注1）「鋼構造設計規準 SI単位版」（2002年日本建築学会）等の幅厚比の制限を満足させる。 

（注2） 応力の組合せが考えられる場合には、組合せ応力に対しても評価を行う。 

（注3） 耐圧部に溶接等により直接取り付けられる支持構造物であって耐圧部と一体の応力解析を行うものについては、耐圧部と同じ

許容応力とする。 

（注4） すみ肉溶接部にあっては最大応力に対して1.5fsとする。 

（注5） JSME S NC1-2012 SSB-3121.1(4)により求めたfbとする。 

（注6） 自重、熱膨張等により常時作用する荷重に、地震動による荷重を重ね合わせて得られる応力の圧縮最大値について評価する。 

（注7） 薄肉円筒形状のものの座屈の評価にあっては、クラスMC容器の座屈に対する評価式による。 

（注8） コンクリートに埋込まれるアンカーボルトで地震応力の占める割合が支配的なものであって、トルク管理、材料の照合等を行

わないものについては、材料の品質、据付状態等のゆらぎ等を考慮して、ⅢASの許容応力を一次引張応力に対してはft、一次

せん断応力に対してはfsとして、また、ⅣASの許容応力を一次引張応力に対しては1.5ft、一次せん断応力に対しては1.5fsと

して応力評価を行う。
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ﾛ. 埋込金物 

荷重の組合せに対する許容応力状態は、埋込金物が支持する支持構造物

と同等とする。 

(ｲ) 鋼構造物の許容応力 

鋼構造物の許容応力は次による。 

ⅰ. 埋込板、アンカーフレーム、スタッド等は、その他の支持構造

物（ボルト等以外）の規定による。 

ⅱ. アンカーボルトはその他の支持構造物（ボルト等）の規定によ

る。 

 

(ﾛ) コンクリート部の許容基準 

コンクリート部分の強度評価における許容荷重はJEAG4601-1991追

補版に基づき、次のとおりとする。 

また、アンカー部にじん性が要求される場合にあっては、原則とし

て基礎ボルトが先に降伏するような設計とする。 

 

ⅰ. 基礎ボルトが引張荷重を受ける場合のコンクリートの評価 

(ⅰ) コンクリートにせん断補強筋がない場合 

荷重の算定で得られた基礎ボルトの引張荷重は、以下に

示すコンクリート部の引張荷重に対する許容値以下となる

ようにする。 

 a2a1a p,p＝minp≦p  

ここに 

CC1a1 FA＝0.31Kp  

C0C2a2 FAα＝Kp  

p ：基礎ボルト1本当たりの引張荷重（N） 
pa ：基礎ボルト1本当たりのコンクリート部の許容引張

荷重（N） 
pa1 ：コンクリート躯体がコーン状破壊する場合の基礎ボ

ルト1本当たりの許容引張荷重（N） 
pa2 ：基礎ボルト頭部に接するコンクリート部が支圧破壊

する場合の基礎ボルト1本当たりの許容引張荷重（N） 

K1 ：コーン状破壊する場合の引張耐力の低減係数 

K2 ：支圧破壊する場合の引張耐力の低減係数 

FC ：コンクリートの設計基準強度（N/mm2） 

AC  ：コンクリートのコーン状破壊面の有効投影面積（mm2） 
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αC ：支圧面積と有効投影面積から定まる定数、 0C AA＝

かつ10以下 

A0 ：支圧面積（mm2） 

また、各許容応力状態に対するコーン状破壊耐力及び支

圧破壊耐力の低減係数（K1及びK2）の値を以下に示す。 

荷重の組合せ 
許容応力 

状 態 

コーン状破壊する場合

の引張耐力の低減係数

（K1） 

支圧破壊する場合の

引張耐力の低減係数

（K2） 

D＋PD＋MD＋Sd ⅢAS 0.45 2/3 

D＋PD＋MD＋Ss ⅣAS 0.6 0.75 

 

(ⅱ) コンクリートにせん断補強筋を配する場合 

コンクリートのコーン状破壊面の有効投影面積の範囲内

にせん断補強筋を配する場合、鉄筋比が0.4%以上あれば許

容応力状態ⅣASにおけるコンクリート部の引張強度は、(ⅰ)

の場合の1.5倍の強度を有するものとして評価することが

できる。 

鉄筋比：Pt＝
C

w

A

A
 

 

ⅱ. 基礎ボルトがせん断荷重を受ける場合のコンクリートの評価 

荷重の算定で得られた基礎ボルトのせん断荷重は、以下に示す

コンクリート部のせん断荷重に対する許容値以下になるように

する。 

 a2a1a q,q＝minq≦q  

ここに 

CCb3a2 FEA＝0.5Kq  

CC14a2 FA＝0.31Kq  

q ：基礎ボルト1本当たりのせん断荷重（N） 
qa ：基礎ボルト1本当たりのコンクリート部の許容せん断荷

重（N） 
qa1 ：基礎ボルトと基礎ボルト周辺のコンクリートが圧壊して

破壊（複合破壊）する場合の基礎ボルト1本当たりの許容

せん断荷重（N） 

Aw ：せん断補強筋断面積（mm2）

AC ：有効投影面積（mm2） 
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qa2 ：へり側コンクリートが破壊する場合の基礎ボルト1本当

たりの許容せん断荷重（N） 

K3 ：複合破壊の場合のせん断耐力の低減係数 

K4 ：へり側コンクリート破壊の場合のせん断耐力の低減係数 

Ab ：基礎ボルトの谷径断面積（スタッドの場合は軸部断面積）

（mm2） 

EC ：コンクリートのヤング係数（N/mm2） 

FC ：コンクリートの設計基準強度（N/mm2） 

a ：へりあき距離（mm） 

AC1 ：コンクリートのコーン状破壊面の有効投影面積（mm2）

2πa＝ 2
 

ただし、 CCFE の値は、500N/mm2以上、880N/mm2以下とする。ま

た、880N/mm2を超える場合は、 CCFE ＝880N/mm2として計算する。 

また、各許容応力状態に対するせん断耐力の低減係数(K3及び

K4)の値を以下に示す。 

荷重の組合せ 
許容応力 

状 態 

複合破壊の場合のせん断

耐力の低減係数（K3） 

へり側コンクリート

破壊の場合のせん断

耐力の低減係数（K4） 

D＋PD＋MD＋Sd ⅢAS 0.6 0.45 

D＋PD＋MD＋Ss ⅣAS 0.8 0.6 

 

ⅲ. 基礎ボルトが引張、せん断の組合せ荷重を受ける場合のコンク

リートの評価 

基礎ボルトが引張、せん断の組合せ荷重を受ける場合、それら

の組合せ荷重が以下に示すコンクリート部の引張荷重及びせん

断荷重の組合せに対する許容値以下となるようにする。 

１≦
q

q
＋

p

p
2

a

2

a
















 

ここに 

pa ：引張荷重のみに対する基礎ボルト1本当たりのコンクリ

ート部の許容引張荷重（N） 

＝min(pa1,pa2) 
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qa ：せん断荷重のみに対する基礎ボルト1本当たりのコンク

リート部の許容せん断荷重（N） 

＝min(qa1,qa2) 

p ：基礎ボルト1本当たりの引張荷重（N） 

q ：基礎ボルト1本当たりのせん断荷重（N） 

 

ⅳ. コンクリート部の面内せん断力が大きい場合の評価 

鉄筋コンクリート造建物・構築物において、耐震要素として地

震時に生じる力を負担させる壁（以下「耐震壁」という。）にお

いて地震力による各層の面内せん断ひずみ度又は面内せん断力

が著しく大きい場合は、鉄筋コンクリート造壁の機器・配管に対

する支持機能の評価に、下記の許容限界を用いることとする。 

 

(ⅰ) 耐震壁の面内せん断ひずみ度と基礎ボルトの面外引張力

に関する許容限界の目安値 

地震力による各層の面内せん断ひずみ度γと機器・配管

のアンカー部に作用する面外の引張力pをpuで除した値p/pu

が、以下に示す図の網かけ部の許容限界ゾーン内にあるこ

ととする。 

ここで、puは定着部のコンクリートのコーン状破壊耐力で、

下記の式による。また、面内せん断ひずみ度γは、JEAG4601

で定まる復元力特性を用いた応答解析結果に基づく値とす

る。 

pu＝0.31AC CF  

ここに 

pu ：定着部のコンクリートのコーン状破壊耐力（N）

AC ：有効投影面積（「ⅰ. 基礎ボルトが引張荷重を

受ける場合のコンクリートの評価」参照）（mm2）

FC ：コンクリートの設計基準強度（N/mm2） 
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面内せん断ひずみ度と面外引張力に関する許容限界ゾーン 

 

(ⅱ) 耐震壁の面内せん断力と基礎ボルトの面外引張力に関す

る許容限界の目安値 

地震力による各層の面内せん断力Qを終局せん断耐力Quで

除した値Q/Quと前記のp/puが、以下に示す図の網かけ部の許

容限界ゾーン内にあることを目安とする。 

ここで、Quは各層の終局せん断耐力で、下記の式による。 

suu A＝τQ  

ここに 

  




 

)F1.4≧(τF1.4

)F＜1.4(τ＋ττ F1.4τ1 
＝τ

CｓC

Cｓｓ0Cs

u  

  C0 FQD 0.56M0.94＝τ   

ただし、 ＝1QDM＞1のとき、QDM とする。 

    2＋σσ2＋σ＋PP＝τ HVyHVs  

Qu ：終局せん断耐力（N） 

τu ：終局せん断応力度（N/mm2） 

AS ：有効せん断断面積（mm2） 

FC ：コンクリートの圧縮強度（N/mm2） 

PV ：縦筋比 

PH ：横筋比 

σV ：縦軸応力度（N/mm2） 

σH ：横軸応力度（N/mm2） 

σy ：鉄筋の降伏応力度（N/mm2） 



 

- 資9-9-20 - 

D ：引張、圧縮フランジの芯々間距離（mm） 

（ボックス壁であれば地震荷重加力方向の壁長、

円筒壁の場合は外径） 

Q ：当該耐震壁面内せん断力（N） 

M ：当該耐震壁曲げモーメント（N･mm） 

 

 
面内せん断力と面外引張力に関する許容限界ゾーン 

 

ⅴ. コンクリートの許容圧縮応力度 

コンクリートの許容圧縮応力度は下の表に示す値とする。 

（N/mm2） 

荷重の組合せ 
許容応力 

状 態 
許容圧縮応力度 

D＋PD＋MD＋Sd ⅢAS 2/3FC 

D＋PD＋MD＋Ss ⅣAS 0.75FC 

（注）FC：コンクリートの設計基準強度（N/mm2） 

 



 

- 資9-9-21 - 

ⅵ. コンクリートの許容せん断応力度 

コンクリートの許容せん断応力度は下の表に示す値とする。 

（N/mm2） 

荷重の組合せ 
許容応力 

状 態 
許容せん断応力度 

D＋PD＋MD＋Sd ⅢAS 













 cc F

100

1
0.49＋,F

30

1
min1.5  

D＋PD＋MD＋Ss ⅣAS 













 CC F

100

1
0.49＋,F

30

1
min1.5  

 

ⅶ. 異形鉄筋を用いる場合のコンクリートに対する許容付着応力度 

異形鉄筋を用いる場合のコンクリートに対する許容付着応力

度は下の表に示す値とする。 

（N/mm2） 

荷重の組合せ 
許容応力 

状 態 
許容付着応力度 

D＋PD＋MD＋Sd ⅢAS 













 CC F

25

1
1.35＋,F

10

1
min1.5  

D＋PD＋MD＋Ss ⅣAS 













 CC F

25

1
1.35＋,F

10

1
min1.5  

（注）コンクリートの沈下により異形鉄筋下面の付着が悪くなると考え

られる場合は許容付着応力度を2/3の値とする。 

 

ⅷ. コンクリートの許容支圧応力度 

コンクリートの許容支圧応力度は下の表に示す値とする。 

（N/mm2） 

荷重の組合せ 
許容応力 

状 態 
許容支圧応力度 

D＋PD＋MD＋Sd ⅢAS 

CC

CC

1CCC

F≦f'

　及び2ｆ≦f'

かつ

/AA＝ff'

 

D＋PD＋MD＋Ss ⅣAS 
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（注）fC：コンクリートの許容圧縮応力度（N/mm2） 

A1：局部圧縮を受ける面積（支圧面積） 

AC：支圧端から離れて応力が一様分布となったところの面積（支

承面積） 

 

ⅸ. 引抜き力及び押抜き力に対するコンクリートの許容せん断応

力度 

スタッド、アンカーボルト等の引抜き力及びベースプレートの

押抜き（パンチング）力によってコンクリートに生ずる各許容応

力状態におけるせん断応力度τpは次式により計算し、ⅵ. に示す

許容せん断応力度より低いことを確認する。 

jbα

P
＝τ

0D

ｐ  

ここで 

P ：引抜き力又は押抜き力（N） 

αD ：1.5（定数） 

b0 ：せん断力算定断面の延べ幅（mm） 

j ：(7/8)d（mm） 

d ：せん断力算定断面の有効せい（mm） 

ただし、せん断力算定断面は次のように考える。 

 

















＝π(D＋d)しb

トの引抜きの例、ただ

ボルースタッド、アンカ

0

 
















(D＋d)

＝πきの例、ただしｂ

ベースプレートの押抜

0    

  
 

また、本評価法以外に、「原子力発電所耐震設計技術指針 重

要度分類・許容応力編 JEAG4601・補-1984」の「2.9.4章 埋込

金物の許容応力」の解説(7).bに示される米国コンクリート学会

の規定を用いる場合もある。 
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(ﾊ) 形式試験による場合 

埋込金物に対し形式試験により標準設計荷重を求める場合は次に

よる。 

ⅰ. 試験個数は、同一仕様のものを、荷重種別（引張、曲げ、せん

断）ごとに最低3個とする。 

ⅱ. 埋込金物の変形により支持構造物としての機能を喪失する限

界の荷重をTL（Test-Load）とする。ただし、埋込板のごとく荷

重による変形の発生と破壊との判別がつきにくいものにあっ

ては破壊荷重をTLとする。 

ⅲ. 許容荷重は、3個のTLのうち最小値を(TL)minとし下の表により

求める。ただし、最小値が他の2個のTLに比べ過小な場合は、新

たに3個のTLを求め、合計6個のTLの中で後から追加した3個のTL

の最小値が最初の3個のTLの最小値を上回った場合は、合計6個

のTLの最小値をはぶき2番目に小さいTLを(TL)minとする。ただし、

下回った場合は、最小値を(TL)minとする。 

荷重の組合せ 
許容応力 

状 態 
許容荷重 

D＋PD＋MD＋Sd ⅢAS （TL）min×1/2 

D＋PD＋MD＋Ss ⅣAS （TL）min×0.6 

 

 

(ﾆ) スタッドの評価 

スタッドの評価においては、せん断耐力の評価式を規定している日

本建築学会「各種合成構造設計指針」設計式（AIJ式）を用いることが

できる。 
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(ﾎ) メカニカルアンカー、ケミカルアンカーの許容応力 

建屋施工後に設置する後打ちアンカーには、メカニカルアンカー及

びケミカルアンカーがあり、その許容値は、「各種合成構造設計指針・

同解説」（日本建築学会、2010年改定）に基づき以下の通りとする。 

ⅰ. メカニカルアンカー 

「各種合成構造設計指針・同解説 第4編 各種アンカーボル

ト設計指針・解説 資料5 金属拡張アンカーボルトの設計」に基

づき設計する。 

(ⅰ) 引張力を受ける場合 

荷重の算定で得られた基礎ボルトの引張荷重は以下に示

す許容荷重pa以下となるようにする。 

pa＝min(pa1,pa2) 

pa1＝φ1･Sσpa･SCa 

pa2＝φ2･αC･cσt･Ac 

ここで、 

pa1 ：ボルトの降伏により決まる許容引張荷重（N） 

pa2 ：コンクリートのコーン状破壊により決まる許容引張

荷重（N） 

αC ：施工のバラツキを考慮した低減係数で、 

αc＝0.75とする。 

φ1,φ2 ：低減係数であり、以下の表に従う。 

 φ1 φ2 

短期荷重用 1.0 2/3 

sσpa ：ボルトの引張強度で、SσPa＝Sσyとする。（N/mm2） 

sσy ：ボルトの降伏点強度であり、Sσy＝Syとする。（N/mm2） 

sca ：ボルト各部の最小断面積（mm2）又はこれに接合され

る鋼材の断面積で危険断面における値 

cσt ：コーン状破壊に対するコンクリートの割裂強度で 

cσt＝0.31 cF とする。（N/mm2） 

Fc ：コンクリートの設計基準強度（N/mm2） 

Ac ：コーン状破壊面の有効水平投影面積で、 

Ac＝π･ℓce(ℓce＋D)とする。（mm2） 

D ：アンカーボルト本体の直径（mm） 

ℓ ：アンカーボルトの埋込み深さで、母材表面から拡張部

先端までの距離（mm） 

ℓce ：強度算定用埋込み深さで




4D≧4D,

＜4D,
＝ce




 （mm） 
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(ⅱ) せん断力を受ける場合 

荷重の算定で得られた基礎ボルトのせん断荷重は以下に

示す許容荷重qa以下となるようにする。 

qa＝min(qa1,qa2,qa3) 

qa1＝φ1･Sσqa･SCa 

qa2＝φ2･αC･Cσqa･SCa 

qa3＝φ2･αC･Cσt･Aqc 

ここで、 

qa1 ：ボルトのせん断強度により決まる許容せん断荷重（N） 

qa2 ：コンクリートの支圧強度により決まる許容せん断荷

重（N） 

qa3 ：コンクリートのコーン状破壊により決まる許容せん

断荷重（N） 

Sσqa ：ボルトのせん断強度で、Sσqa＝0.7Sσyとする。（N/mm2） 

SCa ：ボルトのコンクリート表面における断面積 

（mm2） 

Cσqa ：コンクリートの支圧強度で 

cσqa＝0.5 cc EF  とする。（N/mm2） 

EC ：コンクリートのヤング係数（N/mm2） 

Aqc ：せん断荷重方向の側面におけるコーン状破壊面の有

効投影面積で、Aqc＝0.5πc2とする。（mm2） 

c ：へりあき寸法（mm） 

 

(ⅲ) 組合せ 

基礎ボルトが引張荷重p及びせん断荷重qの組合せ荷重を

受ける場合、以下となるようにする。 

1
q

q
＋

p

p
2

a

2

a

















 

 

ⅱ. ケミカルアンカー 

「各種合成構造設計指針・同解説 第4編 各種アンカーボル

ト設計指針・解説 4.5 接着系アンカーボルトの設計」に基づき

設計する。 

(ⅰ) 引張力を受ける場合 

荷重の算定で得られた基礎ボルトの引張荷重は以下に示

す許容荷重pa以下となるようにする。 
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pa＝min(pa1,pa3) 

pa1＝φ1･sσpa･sca 

pa3＝φ3･τa･π･da･ℓce 

ここで、 

pa1 ：ボルトの降伏により決まる許容引張荷重（N） 

pa3 ：ボルトの付着力により決まる許容引張荷重（N） 

φ1,φ3 ：低減係数であり、以下の表に従う。 

 φ1 φ2 φ3 

短期荷重用 1.0 2/3 2/3 

sσpa ：ボルトの引張強度で、sσpa＝sσyとする。 

ただし、ボルトの降伏を保証する場合の上限引張力

を算定するときは、Sσpa＝αyu･sσyとする。（N/mm2） 

sσy ：ボルトの降伏点強度であり、Sσy＝Syとする。（N/mm2） 

αyu ：ボルトの材料強度のばらつきを考慮した降伏点強度

に対する割増係数であり、1.25以上を用いる。 

sca ：ボルトの断面積で、軸部断面積とねじ部断面積の小さ

い方の値（mm2） 

da ：ボルトの径（mm） 

ℓce ：ボルトの強度算定用埋込み深さでℓce＝ℓe－2daとする。

（mm） 

ℓe ：ボルトの有効埋込み深さ（mm） 

τa ：ボルトの付着強度でτa＝α1･α2･α3･τbavgとする。

（N/mm2） 

ここで、 

αn ：へりあき及びボルトピッチによる付着強度の低減係

数で ＋0.5
c

＝0.5α
e

n
n 










とする。(n＝1,2,3)ただし、

  1.0c en  の場合は(cn/ℓe)＝1.0、
ae 10d の場合

はℓe＝10daとする。 

cn ：へりあき寸法又はボルトピッチaの1/2で、最も小さく

なる寸法3面までを考慮する。 

τbavg：ボルトの基本平均付着強度であり、接着剤及び充填方

式により以下の表に従う。 

 
カプセル方式 注入方式 

有機系 無機系 有機系 

普通コンクリート 21F10 C  21F5 C  21F7 C  

FC ：コンクリートの設計基準強度（N/mm2） 
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(ⅱ) せん断力を受ける場合 

荷重の算定で得られた基礎ボルトのせん断荷重は以下に

示す許容荷重qa以下となるようにする。 

qa＝min(qa1,qa2,qa3) 

qa1＝φ1･Sσqa･SCa 

qa2＝φ2･Cσqa･SCa 

qa3＝φ2･Cσt･Aqc 

ここで、 

qa1 ：ボルトのせん断強度により決まる許容せん断荷重（N） 

qa2 ：コンクリートの支圧強度により決まる許容せん断荷

重（N） 

qa3 ：コンクリートのコーン状破壊により決まる許容せん

断荷重（N） 

φ2 ：低減係数であり、(ⅰ)において示す表に従う。 

Sσqa ：ボルトのせん断強度で、Sσqa＝0.7Sσyとする。（N/mm2） 

Cσqa ：コンクリートの支圧強度でcσqa＝0.5 cc EF  とする。

（N/mm2） 

Cσt ：コーン状破壊に対するコンクリートの引張強度で

ctc F＝0.31σ とする。（N/mm2） 

EC ：コンクリートのヤング係数（N/mm2） 

Aqc ：せん断荷重方向の側面におけるコーン状破壊面の有

効投影面積で、Aqc＝0.5πc2とする。（mm2） 

c ：へりあき寸法（mm） 

 

また、ボルトの有効埋込み長さℓeが以下となるようにする。

a

apas
e

4τ

dσ 
  

 

(ⅲ) 組合せ 

基礎ボルトが引張荷重p及びせん断荷重qの組合せ荷重を

受ける場合、以下となるようにする。 

1
q

q
＋

p

p
2

a

2

a
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(d) Cクラスの機器・配管系 

ｲ. クラス3配管 

耐震 

クラス 
荷重の組合せ 

許容応力 

状 態 

許 容 限 界 

一次一般膜応力 一次応力 

C D＋PD＋MD＋SC CAS 

Syと0.6Suの小さい方（注）。 

ただし、オーステナイト系ステンレス鋼及

び高ニッケル合金については上記値と

1.2Sとの大きい方。 

Sy 

ただし、オーステナイト系ステンレス鋼及

び高ニッケル合金については上記値と

1.2Sとの大きい方。 

（注） 軸力による全断面平均応力については本欄の0.8倍の値とする。 
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ﾛ. その他の支持構造物 

耐震 

クラス 

荷重の 

組合せ 

許容 

応力 

状態 

許 容 限 界（注1）（注2） 

（ ボ ル ト 等 以 外 ） 

（注2）（注6） 

許容限界 

（ボルト等） 

形式試験に 

よる場合 

一 次 応 力 一次＋二次応力 一次応力 

許容荷重 
引張 せん断 圧縮 曲げ 支圧 

引張 

圧縮 
せん断 曲げ 支圧 座屈 引張 せん断 

C D＋PD＋MD＋SC CAS 1.5ft 1.5fs 1.5fc 1.5fb 1.5fp 

 

3ft 

（注3） 

3fs 

（注4） 

3fb 
（注5） 

1.5fp 

（注4）（注5） 

1.5fb､ 

1.5fs 

又は 

1.5fc 

1.5ft 1.5fs 
yt

yd
L

S

S

2

1
T   

地震荷重のみに

よる応力振幅に

ついて評価する。 

（注1） 「鋼構造設計規準 SI単位版」（2002年日本建築学会）等の幅厚比の制限を満足させる。 

（注2） 応力の組合せが考えられる場合には、組合せ応力に対しても評価を行う。 

（注3） すみ肉溶接部にあっては最大応力に対して1.5fsとする。 

（注4） JSME S NC1-2012 SSB-3121.1(4)により求めたfbとする。 

（注5） 自重、熱膨張等により常時作用する荷重に、地震動による荷重を重ね合わせて得られる応力の圧縮最大値について評価する。 

（注6） コンクリートに埋込まれるアンカーボルトで地震応力の占める割合が支配的なものであって、トルク管理、材料の照合等を行

わないものについては、材料の品質、据付状態等のゆらぎ等を考慮して、許容応力を一次引張応力に対してはft、一次せん断

応力に対してはfsとして応力評価を行う。 
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ﾊ. 埋込金物 

許容応力状態CASは、(a) ﾎ. の許容応力状態ⅢASを準用する。 

ただし、許容応力状態CASでのコンクリート許容圧縮応力度の値は1/2FC

とする。  
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 (3) 地盤 

（設計基準対象施設） 

 荷重の組合せ 許容支持力度（kN/m2） 

Sクラス G＋P＋KS 
極限支持力度に対して妥当な安全余

裕を持たせる。 

Cクラス G＋P＋KC 短期許容支持力度とする。 

［記号の説明］ 

G ：固定荷重 

P ：積載荷重 

KS ：基準地震動Ssによる地震力 

KC ：耐震Cクラスの施設に適用される静的地震力 
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第 3-2 表 地震力と風荷重及び積雪荷重の組合せ 

(1) 考慮する荷重の組合せ 

（○：考慮する荷重を示す。） 

 施設の配置 

荷重 

風荷重 

（Pk） 

積雪荷重 

（PS） 

建物・構築物 

屋内 － － 

屋外 ○（注1） ○（注2） 

機器・配管系 

屋内 － － 

屋外 ○（注1） ○（注2） 

（注1） 屋外に設置されている施設のうち、コンクリート構造物などの自重が大

きい施設を除く。 

（注2） 積雪による受圧面積が小さい施設、又は埋設構造物など常時の荷重に対

して積雪荷重の割合が無視できる施設を除く。 

 

 (2) 検討対象の施設・設備 

 
施設・設備 

風荷重（注1） 積雪荷重（注1） 

建物・構築物 － 使用済燃料乾式貯蔵建屋（注2） 

機器・配管系 － － 

（注1） 荷重については、資料2-1「発電用原子炉施設の自然現象等への配慮に関

する説明書」の「4. 組合せ」のとおり、風荷重については風速34m/s、

積雪荷重については積雪高さ20cmに平均的な積雪荷重を与えるための

係数0.35を考慮し、適切に算出する。 

（注2） 積雪荷重が積載荷重に包絡されることから、地震荷重及び積載荷重の組

合せを考慮する。 
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常時作用する荷重の設定（注1）

設置場所はどこか

風荷重の影響が
大きい施設か

屋外

風荷重（Pk）を考慮

Yes

検討対象の施設・設備に
風荷重を考慮するものとして

第3-2表（2）に記載

積雪荷重の影響
が大きい施設か

No
（注2）

検討対象外

屋内

積雪荷重（Ps）を考慮

Yes

No
（注3）

検討対象外

検討対象の施設・設備に
積雪荷重を考慮するものとして

第3-2表（2）に記載

（注1）構造物については、固定荷重(G)を考慮   
       し、更に、上載物の荷重を負担する又は影
       響を受ける構造である場合は、積載荷重
       (P)を組み合わせる。
       機器類については、自重(D)を考慮する。

（注2）
・風による受圧面積が相対的に小さい
・コンクリート構造物等の自重が大きい施設
・壁等に囲われた場所に設置されており、
　直接風を受けない
・常時海中にある構造物

（注3）
・施設の上に蓋等があり施設に積雪しない
　（図A参照）
・常時海中にある構造物
・施設又は設備上部の受圧面積が小さい
　（図B参照）

  

 

第3-1図 耐震計算における風荷重及び積雪荷重の設定フロー 
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3.2 変位、変形の制限 

発電用原子炉施設として設置される建物・構築物、機器・配管系の設計に当たっ

ては、剛構造とすることを原則としており、地震時にこれらに生じる応力を許容応

力値以内に抑えることにより、変位、変形に対しては特に制限を設けなくても機能

は十分維持されると考えられる。 

しかしながら、地震により生起される変位、変形に対し設計上の注意を要する部

分については以下のような配慮を行い、設備の機能維持が十分果たされる設計とす

る。 

 

(1) 建屋間相対変位に対する配慮 

異なった建屋間を渡る配管等の設計においては、十分安全側に算定された建

屋間相対変位に対し、配管ルート、支持方法又は伸縮継手の採用などでこれを

吸収できるよう配慮する。 
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4. 機能維持 

4.1 使用済燃料乾式貯蔵容器の有する４つの安全機能（臨界防止機能、遮蔽機能、除

熱機能及び閉じ込め機能）の維持 

使用済燃料乾式貯蔵容器（タイプ1）及び使用済燃料乾式貯蔵容器（タイプ2）は、

資料9-1「耐震設計の基本方針」のうち「5.2(1) 使用済燃料乾式貯蔵容器の有する

４つの安全機能（臨界防止機能、遮蔽機能、除熱機能及び閉じ込め機能）維持」の

考え方に基づき、地震時及び地震後において、公衆への放射線による影響を防止す

る必要がある。 

このため、使用済燃料乾式貯蔵容器（タイプ1）及び使用済燃料乾式貯蔵容器（タ

イプ2）は、基準地震動に対して、「3.1 構造強度上の制限」による構造強度を確保

し、密封境界部については、おおむね弾性状態に留まること、密封境界部以外の部

位については、塑性ひずみが生じる場合であっても、その量が小さなレベルに留ま

って破断延性限界に十分な余裕を有する設計とする。 

更に、バスケットについては、臨界防止上有意な変形を起こさないこと、及び伝

熱フィンについては、除熱機能に影響するような変形を起こさない設計とする。 

以上をもって、４つの安全機能（臨界防止機能、遮蔽機能、除熱機能及び閉じ込

め機能）を維持する設計とする。 

 

4.2 遮蔽性の維持 

遮蔽性の維持が要求される施設は、資料9-1「耐震設計の基本方針」のうち「5.2(2) 

遮蔽性の維持」の考え方に基づき、地震時及び地震後において、放射線業務従事者

の放射線障害防止、発電所周辺の空間線量率の低減、居住性の確保及び放射線障害

から公衆を守る必要がある。このため、鉄筋コンクリート造として設計することを

基本とし、遮蔽性の維持が要求される生体遮蔽装置については、設計基準対象施設

の耐震重要度分類に応じた地震動に対して、「3.1 構造強度上の制限」による構造

強度を確保し、遮蔽体の形状及び厚さを確保することで、地震後における残留ひず

みを小さくし、ひび割れがほぼ閉鎖し、貫通するひび割れが直線的に残留しないこ

ととすることで、遮蔽性を維持する設計とする。 

 

4.3 支持機能の維持 

機器・配管系等の設備を支持する機能の維持が要求される施設は、資料9-1「耐震

設計の基本方針」のうち「5.2(3) 支持機能の維持」の考え方に基づき、地震時及び

地震後において、耐震重要度分類に応じた地震動に対して、以下に示すとおり、支

持機能を維持する設計とする。 
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(1) 建物・構築物の支持機能の維持 

建物・構築物の支持機能の維持については、地震動に対して、被支持設備の機能

を維持できる構造強度を確保する設計とする。 

具体的には使用済燃料乾式貯蔵容器等の支持機能の維持が要求される建物・構築

物が鉄筋コンクリート造の場合は、基準地震動Ssに対して、耐震壁の最大せん断ひ

ずみが「3.1 構造強度上の制限」による許容限界を超えない設計とすること、又は

基礎を構成する部材に生じる応力が「3.1 構造強度上の制限」による許容限界を超

えない設計とすることで、使用済燃料乾式貯蔵容器等の支持機能が維持できる設計

とする。 

耐震壁以外の建物・構築物の部位に関しても、耐震壁がせん断ひずみの許容限界

を満足している場合は、耐震壁の変形に追従する建物・構築物の部位の健全性も確

保されており、支持機能を確保していると考えることができる。 

また、各建屋間に生じる地震時相対変位について、各建屋が相互に干渉しないよ

う適切な間隔を設けると同時に、各建屋に渡る設備からの反力に対しても十分な構

造強度を確保する設計とする。 
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設計及び工事計画認可申請 資料9-10 

伊 方 発 電 所 第 ３ 号 機 
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1. 概 要 

発電所の各施設は、安全性及び信頼性の見地から、通常運転時荷重に対してのみなら

ず地震時荷重等の短時間に作用する荷重に対しても耐えられるよう設計する必要があ

る。 

これらの設計荷重は、強度設計の立場から、安全側の値として定められているが、重

要施設の構造安全性を一層高めるためには、その構造体のダクティリティ※を高めるよ

うに設計することが重要である。 

本資料は、資料9-1「耐震設計の基本方針」のうち「8. ダクティリティに関する考慮」

に基づき、各施設のダクティリティを維持するために必要と考えられる構造計画、材料

の選択、耐力・強度等に対する制限及び品質管理上の配慮を各項目別に説明するもので

ある。なお、構造特性等の違いから、施設を建物・構造物及び機器・配管系に分けて示

す。 

 

※  地震時を含めた荷重に対して、施設に生じる応力値等が、ある値を超えた際に直

ちに損傷に至らないこと、又は直ちに損傷に至らない能力・特性。 
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2. 構造計画 

2.1 建物・構築物 

使用済燃料乾式貯蔵建屋の構造形式は、地震時において効果的に水平力を分担さ

せる意図から、計画的に配置した耐震壁を主要な耐震要素とする鉄筋コンクリート

構造である。 

また、基礎は、堅硬な岩盤に直接設置し、上部構造物の荷重を支持地盤に伝達さ

せるために十分な剛性を持たせる。 

 

2.2 機器・配管系 

機器・配管系の構造計画は、平成28年3月23日付け原規規発第1603231号にて認可

された工事計画の資料13-10「ダクティリティに関する設計方針」の「2.1 機器・配

管系」によるものとする。 
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3. 材料の選択 

建物・構築物及び機器・配管系の材料について、ダクティリティを維持するために必

要と考えられる方針を示す。 

3.1 建物・構築物 

建物・構築物に使用される材料は、平成28年3月23日付け原規規発第1603231号に

て認可された工事計画の資料13-10「ダクティリティに関する設計方針」の「3.1 建

物・構築物」によるものとする。 

 

3.2 機器・配管系 

機器・配管系に使用される構造材料は、安全運転の見地から信頼性の高いものが

必要である。 

したがって、「発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2012年版）＜第Ⅰ編 軽

水炉規格＞JSME S NC1-2012」（日本機械学会）（以下「JSME S NC1-2012」という。）

や「発電用原子力設備規格 材料規格（2012年版）＜第Ⅰ編 軽水炉規格＞JSME S 

NJ1-2012」（日本機械学会）（以下「JSME S NJ1-2012」という。）等に示されるも

の及び化学プラント、火力プラントや国内外の原子力プラントにおいて十分な使用

実績があり、かつ、その材料特性が十分把握されているものを使用する。なお「発

電用原子力設備に関する構造等の技術基準」（昭和55年通商産業省告示第501号、最

終改正平成15年7月29日経済産業省告示第277号）に関する内容については、JSME S 

NC1-2012及びJSME S NJ1-2012に従うものとする。 

 

機器・配管系に使用される材料は、原則として基準・規格に示される炭素鋼、低

合金鋼（この2つを総称して、「フェライト鋼」という。）、オーステナイト系ステ

ンレス鋼及び非鉄金属を用いる。このうちフェライト鋼については、使用条件に対

して脆性破壊防止の観点から延性を確保できるよう必要な確認を行う。 

特に考慮すべき事項を以下に示す。 

(1) 均質な組成と機械的性質を持ち、強度上有意な影響を及ぼす可能性のある欠

陥がない材料を使用する。 

(2) 使用温度及び供用期間中に対し、著しい材料強度特性、破壊靱性の劣化が生

じにくい材料を使用する。 

(3) 中性子照射による脆化を考慮して材料を選択する。また原子炉容器内には監

視試験片を配置し、材料の機械的性質の変化を監視する。 

(4) 素材として優れた特性を有するとともに、溶接施工、成形加工においてもそ

の優れた特性を持つ材料を使用する。 

(5) 溶接材料は、溶接継手部が母材と同等の性能が得られるよう選定する。 

(6) 1次冷却材等に対する耐食性の良い材料を使用する。 
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4. 耐力・強度等に対する制限 

建物・構築物及び機器・配管系の強度設計に関しては、通常時の荷重に対してのみな

らず、地震時荷重等のように短時間に作用する荷重に対して十分な耐力・強度及びダク

ティリティを有するように考慮する。 

以下にその内容を示す。 

4.1 建物・構築物 

建物・構築物の強度設計に関する基準、規格等は、平成28年3月23日付け原規規発

第1603231号にて認可された工事計画の資料13-10「ダクティリティに関する設計方

針」の「4.1 建物・構築物」によるものとする。 

 

4.2 機器・配管系 

機器・配管系の構造強度及び設計においてはJSME S NJ1-2012を適用するととも

にASME「Boiler and Pressure Vessel Code」等を準用する。 

以下、機器・配管系のダクティリティを維持するために必要な破壊防止の基本的

考え方を示す。 

(1) 脆性破壊が生じないように、十分な靱性を有する材料を選定する。また、使

用材料がJSME S NJ1-2012の破壊靱性試験に対する要求に適合していることを

確認する。 

(2) 延性破壊又は疲労破壊が生じないように資料9-9「機能維持の基本方針」に基

づき応力制限を行うとともに、必要に応じて疲労解析を行う。 

(3) 座屈現象が生じないように、発生荷重を許容座屈荷重以下に制限する。 

(4) クリープに関しては、使用温度において供用期間中に支障が生じないように

材料を選定する。 

(5) 応力腐食割れが生じないように、水質管理、材料選定及び残留応力の低減等

の配慮を行う。 
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5. 品質管理上の配慮 

建物・構築物及び機器・配管系のダクティリティを維持するためには前項で示したよ

うに構造計画上の配慮、材料の選択及び耐力・強度等に対する制限に留意するとともに、

設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に基づき品質管理を十分に行う。 

以下に建物・構築物及び機器・配管系について、計画、設計した耐力・強度等が得ら

れるように、品質管理上特に留意すべき事項を示す。 

5.1 建物・構築物 

建物・構築物に対する品質管理は、平成28年3月23日付け原規規発第1603231号に

て認可された工事計画の資料13-10「ダクティリティに関する設計方針」の「5.1 建

物・構築物」によるものとする。 

 

5.2 機器・配管系 

機器・配管系に対する品質管理は、JSME S NJ1-2012及びASME「Boiler and 

Pressure Vessel Code」等に準拠するが、ダクティリティを保証する意味で特に留

意する項目を次に示す。 

(1) 材料管理 

素材、溶接材料について設計仕様書等に示すものが使用されていることを確

認する。 

 

(2) 強度管理 

素材、溶接部の試験片による強度、RTNDT等の試験、耐圧、漏えい及び振動試

験によって確認する。 

 

(3) 製作・据付管理 

設計仕様書・設計図書等に示すとおり製作、据付けが行われていることを確

認する。 

 

(4) 保守・点検 

据付け後も供用期間中検査等必要な管理を行う。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

機器・配管の耐震支持方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計及び工事計画認可申請 資料9-11 

伊 方 発 電 所 第 ３ 号 機  



– 資9-11-i – 

 

 

 

 

目      次 

 

頁 

1. 概要  ························································  資9-11-1 

 

2. 機器の支持構造物   ············································   資9-11-1 

 

3. 配管の支持構造物  ············································  資9-11-1 

 

4. その他特に考慮すべき事項  ····································  資9-11-1 

 



 

– 資9-11-1/E – 

1. 概要 

機器・配管の耐震設計を行う場合、基本設計条件（耐震重要度、設計温度・圧力、動

的・静的機器等）、プラントサイト固有の環境条件（地震、風、雪、気温等）、形状、

設置場所等を考慮して各々に適した支持条件（拘束方向、支持反力、相対変位等）を決

め、支持構造物を選定する必要がある。また、現地施工性や機器等の運転操作・保守点

検の際に支障とならないこと等についても配慮し設計する。 

本資料は、資料9-1「耐震設計の基本方針」のうち「9. 機器・配管系の支持方針」に

基づき、各々の機器・配管の支持方法及び支持構造物の耐震設計方針を説明するもので

ある。 

 

2. 機器の支持構造物 

平成28年3月23日付け原規規発第1603231号にて認可された工事計画の資料13-11「機

器・配管の耐震支持方針」の「2. 機器の支持構造物」によるものとする。 

 

3. 配管の支持構造物 

平成28年3月23日付け原規規発第1603231号にて認可された工事計画の資料13-11「機

器・配管の耐震支持方針」の「4. 配管の支持構造物」によるものとする。 

 

4. その他特に考慮すべき事項 

平成28年3月23日付け原規規発第1603231号にて認可された工事計画の資料13-11「機

器・配管の耐震支持方針」の「5. その他特に考慮すべき事項」によるものとする。 
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申請設備の耐震計算書 
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核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設の耐震計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計及び工事計画認可申請 資料9-13-1  

伊 方 発 電 所 第 ３ 号 機  

 



 

 

 

 

 

 

使用済燃料乾式貯蔵容器の 
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使用済燃料乾式貯蔵容器の耐震計算書は以下の資料より構成されている。 

 

 

 

 

資料9-13-1-1-1 使用済燃料乾式貯蔵容器（タイプ1）の耐震計算書 

資料9-13-1-1-2 使用済燃料乾式貯蔵容器（タイプ2）の耐震計算書 

 




